
































５ 災害対策・危機管理

（１）水道施設・管路の耐震化

・重要度を考慮し、水道施設の耐震化を計画的に実施
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阪神・淡路大震災や京都府南部地域豪雨災害の経験を
ふまえ、宇治市地域防災計画に基づき、地震や風水害
対策に取り組んでいる

写真左：
宇治浄水場の耐震化

写真右：
基幹管路の耐震化
（宇治浄水場内）



５ 災害対策・危機管理
（２）管路情報の管理

・災害時に管路情報のマッピングシステムを利用して対応

18

断水範囲



５ 災害対策・危機管理
（３）災害発生時の対応

・宇治市水道防災計画、水道対策マニュアル等に基づき

対応すると共に、日本水道協会京都府支部による相互

応援を実施
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運搬給水、拠点給水、個別給水等を実施

（４）応急給水体制

・給水車３台を保有（３t、２t、

１.４t車）

・応急給水計画、受援計画を策定

・給水車の操作訓練の実施

日本水道協会京都府支部訓練



５ 災害対策・危機管理
（４）応急給水体制

・京都市との相互分水

宇治市の水道管と京都市の水道

管を接続し、非常時に生活用水

を確保（槇島町本屋敷地内、木

幡熊小路地内）
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・京都府営水道緊急分水施設

第１分水（下居配水池）、第２分水（西小倉浄水場）の

ほかに、災害等緊急時用として分水施設を設置（伊勢田

町名木地内）

京都府営水道緊急分水施設
（伊勢田町）での訓練



✓水道施設の耐震化の推進

✓災害時に機能する体制の強化
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５ 災害対策・危機管理

■災害対策・危機管理の課題



６ 経営
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水道事業は、地方公共団体が地方公益企業法に基づき、住民
の福祉の増進を目的として設置・経営する「地方公営企業」。
経営は「独立採算制」を原則としており、経営に必要な費用
のほとんどを水道の料金収入でまかなっている

水道事業の経営のしくみ



６ 経営
（１）財政状況

・収益的収支と純損益の推移
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【収益的収支】一事業年度の企業の経営活動に伴って発生する全ての利益と費用。
収益的収入は給水収益、収益的支出は給水に要する費用（受水費、施設の減価償却
費等）を含む

【純損益】一事業年度に計上される全ての利益から、全ての費用を差し引いて計算
される当期の最終的な利益のこと

平成２８年の料金改定の影響もあり、近年の純損益はプラス
で推移してきている。収益的支出には、府営水道の受水費が
含まれている



６ 経営
（１）財政状況

24（「平成29年度水道統計」日本水道協会）

平成２９年度の宇治市における起債残高は、給水人口１人
当たり２万９千円と、京都府内では比較的低い

・起債残高

【起債】国・地方公共
団体・株式会社などが、
財政資金や事業資金を
調達するために債券を
発行すること。



６ 経営
（１）財政状況
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平成２９年度の宇治市における資金残高は、約２０億円と、
京都府内の平均をやや上回る

・資金残高

（「平成29年度水道統計」日本水道協会）



６ 経営
（２）水道料金

・水道料金（＝基本料金＋従量料金）
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平成29年度の宇治市における水道料金は、一般的な家庭で月
2,879円と、京都府内の平均より比較的安い

（「平成29年度水道統計」日本水道協会）



６ 経営
（３）経営の効率化

・人材育成

技術検討委員会の開催、外部研修の受講

・技術の確保と継承

ＯＢ職員の再雇用、現場の共有

・民間委託の活用

宇治市上水道施設管理ほか業務委託

営業課窓口業務等の検討

・広域連携の検討

京都府水道事業広域的連携等推進協議会への参画
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６ 経営
■財政状況の課題

✓経営効率の向上による財政基盤の強化

✓企業債発行額の適正な水準の維持

✓水道料金水準の適正化

✓職員のスキルアップと技術継承

✓民間委託による経営効率化の推進

✓広域連携による経営効率化の推進
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■水道料金の課題

✓水道料金水準の適正化

✓料金体系の検討（現在は用途別料金体系）

■経営効率化の課題


